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特別課題研究II

働 き 学び 生 きる23歳 の若者 たち

一 「若者 の教育 とキャ リア形成に関す る調査」結果か ら

報 告 者:片 山 悠樹(名 古屋商科大学〉代読:木 戸 口正宏(北 海道教育大学)

「『若者の教育 とキャリア形成に関する調査』4年 目調査の

概要 と脱落サンプル」

藤田 武志(日 本女子大学)「 『大学生の就活』その後」

相良 武紀(和 光高等学校)「 社会・政治への参画意識(PollticalAtti舶de)の 結果 と考

察」

西村 貴之(首 都大学東京)「 日本 とイギ リスにおけるコーホー ト調査か らみる若者の

現状 一 雇用 ・学校経験 ・家庭背景 に着目して」

指定討論者:広 田 照幸(日 本大学)

児美川孝一郎(法 政大学)

司 会 者:佐 野 正彦(相 愛大学)

平塚 眞樹(法 政大学)

この報告の経緯 と趣旨について

……説明:乾 彰夫

この特別課題研究 「若者の教育 とキャリア形成

に関する調査」(2009-2011年 度)は 、以前の特別

課題研究 「変容する青年期に関する総合的研究」

(Zaas-2aas年 度)を 引 き継 ぎ、 これ まで若者たち

の学校か ら仕事への移 り変わ りの経過をパネル調

査で継続的に追跡 してきた。調査初年には/,600

名余 りの方々か ら、また昨年の調査で も1,009名

から回答を得るなど多 くの協力 をいただいてきた

結果 も踏 まえ、さらに調査を1年 延長することを

計画 している。 このため、本来な ら本報告は調査

結果の総括 となるべ きだが、今回は中間報告 と位

置付 け、来年に特別課題研究 とは別の形で総括の

場 を設けたい。

1「 若者の教育とキャリア形成 に関す る調査」4

年 囲調査の概要 と脱落サンプル
……報告:片 山 悠樹(代 読:木 戸口正宏〉

はじめに、体調不良により欠席 した片山会員に

かわ り、木戸口が代読することをご了承いただ き

たい。 ここでは、4年 目調査実施の概要 と調査サ

ンプルの脱落 ・継続傾向を分析 し、本調査におけ

る脱落サンプルの問題点について報告する。

璽.は じめに一一 調査実施の経緯と意図 一

90年 代以降、若年の職業移行や若者のキャリア

形成の状況が大きく変化 し、フリーターやMEET

の増加、離職あるいは非正規雇用の増加が大 きな

社会問題 となっている。 また、大学等では就職活

動の早期化 ・長期化がみられ、高校では学校経由

の就職が難しくなっている。 この調査は、不安定

化 ・多元化 してい く職業キャリアやライフコース

の実態解明 と、若者が置かれている状況の経年的

な観察 を目的 として実施 されてきた。

このパネル調査 は、2007年4月1日 時点で20

歳の若者 を対象に実施 してきた。パ ネル調査によ

り、個人の意識 ・態度P行 動の変化 を経年的に捉

えられ、データの変動か らその因果関係を検証 し

て不安定化するキャリアをより正確に把握するこ

とが可能である。

2.4年 自調査の概要 について

今回は前回調査時に回答辞退の表明があった者

を除 くz,zzz名 を対象とした。調査方法は調査票

の事前送付 と訪問回収等 を基本 に郵送回収 も併用

し、最終的に前回調査の対象者のうち90。7%か ら

回答を得た。 また、質問項 目については基本的に

過去の調査票で使用されたものを踏襲 した。ただ

し大学卒業の時期であるため、就職活動 に関する
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質問項 目や職場環境、社会意識 にかんする項目を

追加 している。

3.回 収率 の推移 と他調査 との比 較

長期 にわた るパ ネル調査 の実施 に ともない、初

期 に抽 出 された対 象者が脱落 し母集 団 に対 す る代

表性が著 し く損 なわれて いる可能性 があ る。 そ こ

で、総体 としての脱 落の傾向 を確認 す ることが必

要 となる。

1年 目の調査 の回答者2,374名(ウ エイ ト調

整 済み)の うち、 回収率 は2008年(2年 目)調 査

が80.7%、2009年(3年 目)は70.E%、rr年

(4年 目〉調査 はX2.7%と 徐々 に低減 してい る。た

だ、 この低減 率 について は他 の代表的 なパ ネル調

査 と比 べて も低 く抑 え られてお り、た とえば労働

政策研究研修機構 が198◎ 年代 か ら90年 代 に実施

したパ ネル調 査等 と比 べて も遜色 の ない回収率 と

なってい る。

4,脱 落の要因

脱落の要因についてみると、第1に 女性 より男

性の方が脱落する傾 向が高かった。第2に 父母の

教育年数 と脱落との間には一貫 した傾向は見られ

なかった。第3に18歳 時の暮 らし向きについて も

脱落者 と継続者 との間に有意な差は見 られなかっ

た。第4に 、家族 と同居 している者より一人暮 ら

しをしている者の脱落率が高 く、3年 目と4年 目

調査ではその差が有意 に高かった。第5に 、現在

の状況 にっいて正規雇用または非正規雇用か、在

学中か、あるいは就職 も在学 もしていない 「上記

以外」か別 にみ ると、2年 目調査では非正規雇用

の脱落者が多 く、3年 目調査では在学者の脱落が

多 くなっていた。第6に 、サンプルの少なさもあ

り結婚や子 どもの有無が脱落に与える影響 は確認

できなかった。第7に 、都市規模および居住地域

等について比較 した ところ、中規模都市で脱落が

有意に高い ものの、その他に顕著な違いは見 られ

なかった。 また、地域別では沖縄の脱落率が高い

ほかには有意な差 は確認できなかった。第8に 、

2年 目調査の継続者 については中3時 点の成績が

有意に高かった。 また、教育経験については高校

ランクによる大きな脱落の差 はないが、高校非進

学者の脱落率 は有意に高かった。

5,ま とめ

ロジスティック解析分析 を用いて脱落の規定要

因についてまとめると次の とお りである。第1に 、

2年 目と3年 目調査の中で有意な影響 を示 してい

るのは性別のみであるが、3年 目、4年 目の調査

結果をみると性別の影響の有意性はな くな り、一

人暮 らしな どの居住形態の影響が顕在化 していた。

第2に 、非高校進学者の脱落者が有意に高い傾向

が示されていた。そして第3に 、親の教育年数に

ついては有意な差 は見 られなかった。これ らのこ

とから、脱落 に与 える出身階層の影響 は限定的な

もの と推察 される。

総体 として見た場合、親の教育年数や学校時代

の成績や就業状態にあまり影響を受けてお らず偏

りも小さいことか ら、今回のサンプルは母集団に

対する代表性を一定程度維持 していると考えられ

る。

II「 大学生の就活」その後……報告:藤 田 武志

i.大 学生の就活 とその後

ここでは、大学卒業後2年 を経た若者 一 特に

困難な状況 にある若者 一一が置かれている状況に

ついて分析 を行 った結果、就職活動 にともない経

験する経済的あるいは精神的な困難や、社会経済

的な要因 とまじめさ ・不器用さといった個人的な

要因が影響 を与 えていることが明 らかなった。

2。 先行研究について

就活にかんする先行研究では人文社会系大学の

在学 ・卒業者が対象 となることが多いため、 この

調査で も人文社会系の学部 ・学科について焦点を

あてた。

大卒直後の若者 を対象にした先行研究の1つ に

小杉礼子氏 による調査がある。小杉氏の調査から

は、将来地元に定着することを予測 している者 は

現在の仕事 にや りがいや面白さ可能性 を感 じるな

どの定着意識 を持っているのに対 し、転職を予測

している者は労働条件や会社への不信 を感 じてい

る割合が多いことが明 らかになっている。

もう1つ 、転職 に関 しては熊沢誠氏の労働観に

示されている 「とりあえず性」がある。若者たち

は仕事の何かに耐 えられない場合、その場で戦 う

発想か らは疎遠であ り転職を選択 しがちであると

される。今回の調査 を通して、以上のような指摘

の妥当性 を確かめたい。
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3.現 在の状況

現在の主 な活動 について 「働 いてい る」 と答 え

た者 は全体 の88.8%を 占めていた。 また4年 制 ・

6年 制大学や大学院、専門学校 、職 業訓練校 な ど

の「在籍 してい る」者が5。6%ほ どいる。そして「上

記以 外」の者 が6%と なってい る。就 業形態 につ

いて は、正社 員 ・正職員 として働 いてい る者が約

74%、 非正規 雇用が約23.4%と なってい る。

次 に、働 いて いる者た ちの現在 の状 況 と就職活

動 との関連 について見 るた め、2008年 の10～1!

月の時点で企業か らの就職 内定 を得ていたか否か

と、今の就 業形態が正規か非正規 か を掛 け合わせ

てみた。 す る と、当時内定 を得 ていた学生 の うち

現 在 正 規 雇 用 とし て働 い て い る者 が ・.%で

あったの に対 し、内定 を得 ていない学 生の うち現

在 正規 雇用 として働 い てい る者 は53.2%に と ど

まっていた こ とが明 らか になった。

なお、働 いて もお らず在学 中で もない 「上記以

外」の者 について は12名 と数 が少 ないた め今 回の

分析対象 か らは外れ るが、 うち7割 程度 が就職 を

希望 してお り3割 程 度が就職 を希望 していな い と

答 えてい る。 就職 を希望 してい る者 の うち9名 が

過去!ヶ 月間 に求職 活動 を行 ってお り、 その他 の

者 は進学 や留学準備 、芸能活動 や娯楽 、家事手伝

いな ど様 々 な活動 をしている。

4.働 いている若者の困難i

現在働いている若者は、 どのような点に困難を

感 じているのか。現在の仕事に関する設問か ら、

多 くの若者 は①労働時間が長す ぎる、②仕事の内

容がきつい、③仕事上の責任が重すぎる、④仕事

にかかわるス トレス負担が大 きい点 について困難

を抱 えていることが明 らかになった。

労働時間については週50時 間以上働いている

者が30%程 度、週60時 間以上の者 も13%ほ どい

る。先行研究でも指摘されているように、非正規

雇用 よりも正規雇用の若者たちの長時間労働が深

刻 となっている。例 えば、「仕事の内容がきつい」

という設問を肯定する割合は、非正規雇用の場合

は34%で あるのに対 し、正規雇用の場合53.5%に

跳ね上がる。労働時間についても非正規雇用の場

合は14.3%な のに対 し、正規雇用の場合は43%と

高 く、正規雇用者の困難な状況がうかがえる。

そこで困難な状況 をより多 く感 じている若者 に

ついて考えるため、先 ほどの①～④の設問につい

ての回答 につ いて合成変数 を作 成 し、困難 の度合

いを3段 階 にわ けて比較検 討 を行 った。就業形態

とクロス させた結果、 「困難 ・小 」 にカテ ゴライズ

され る者 の うち非正規雇用 は47%な のに対 し、正

規雇用 は18%程 度 しかい ない。 それに対 して 「困

難 ・大 」 については、非正規 雇用 の場合 はX1.4%

で あるのに対 し正規 雇用 は28.7%と 、仕事 に困難

を感 じてい る割合が高 かった。 特 に 「困難 ・大」

だ けみ ると、 その うちの9割 の若 者が正規 雇用 で

あった。

5.労 働時間や収入、転職意向について

正規雇用の若者が労働時間に困難 を感 じている

値 は有意に高い一方、月収についてはあまり関連

が見 られない。また、正規雇用者は仕事の困難の

度合が強 くなるにつれて転職を希望する者が有意

に高 くなるのに対 し、非正規雇用の場合 は困難の

度合いと転職希望 とにはかかわりがな く、いずれ

にせよ転職 をしたい と考えている非正規雇用の割

合が高い。

次に、転職意向の要因にっいて、ロジスティッ

ク解析を用いて以下の変数を投入 して分析 した。

第1に 、性別や父学歴などの家庭背景の属性的要

因。第2に 正規雇用の若者たちにとって、その仕

事 に未来や発展性がないと感 じる閉塞状況や意識

が離職を促すと考 えられることから、「職業能力を

向上させる機会が無い」「単調な繰 り返 しの仕事が

多い」「職場には若者 を使 い捨てにする雰囲気があ

る」 という設問。あわせて職場のサポー トが就業

継続に影響 を及ぼしていると考え、「上司がよく面

倒 を見て くれる」という設問 も投入 している。

第3に 、現在の自分に対す る肯定感 にかかわる

「今のままの自分で良い と感 じている」設問。そし

て第4に 、熊沢氏の指摘 した 「とりあえず性」 と

かかわって、「社会運動 グループや労働組合 に参加

したい」かを問う設問を投入 した。

以上の点について正規雇用 と非正規雇用ごとに

分析 した ところ、属性的な要因については正規か

非正規になるかに影響 を与えているとみられるも

のの、就職の後の転職意向については正規 ・非正

規 ともに影響はみられなかった。一方で、仕事の

閉塞状況や職場でのサポー トの有無は、正規 ・非

正規 の転職意向に共通 して影響を与 えていた。な

お、正規雇用に有意に影響 していたもの として、

就労上の困難が挙げられる。 また、自己肯定感が
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低 いことや将来への不安を感 じることについても、

正規雇用の転職意向に有意な影響 を与えていた。
一方

、社会運動 ・労働運動 に関しては、正規雇用

には有意な関連はなかったのに対 して、非正規雇

用には関連が見 られるという特徴があった。

s.正 規雇用 と非正規雇用との比較の まとめ

正規 と非正規雇用を比較 して得 られた特徴 は次

のとお り。1つ 目は、就労上の困難について非正

規雇用の低賃金 ・不安定就労 という困難 に加 え、

あらためて正規雇用の若者たちの「仕事のきつさ」

の面での困難状況が浮き彫 りになった。2つ 目は、

性別や出身階層にかかわ らず、正規雇用者 につい

ては仕事のきつさが彼 らの転職意向を促進 してい

たのに対 して、非正規雇用者では仕事の閉塞感が

転職意向を促進 している点で違いがみられた。3

つ目は、正規雇用者の転職意向は自己肯定感や将

来の不安 と関連 してお り、存在論的安心を脅かさ

れて転職を考 える方向に追いやられている状況が

み られた。4つ 目は、正規雇用であることと社会

運動や労働運動への参加に関することとは有意な

関連が見 られなかった。 これはファーロング氏が

指摘する認識論的誤謬 といわれる状況が、むしろ

正規雇用の若者の中に強 くみられることを意味 し

ている。それゆえ、正規雇用者 として採用 されて

いく 「問題のない若者」に対 してこそ、参加や連

帯の有効性や可能性を若いころか ら実感させ る政

治教育が予防的な支援策 として有効だ と考 えられ

る。

III社 会 ・政治への参画意識(PoliticalAttitude)

の結果 と考察 ……報告=相 良 武紀

1.問 題 意識

ここで は、 まず サブ ・カテ ゴ リと社会 ・政 治へ

の参画意識 との関係 を、次 に若者 の自己 ・社会認

識 と参画意識 か ら見 えて きた結果 を、 そ して最後

に両者 か ら見 えて きた結果 の考 察 を報告 したい。

市民 が主体 となる健全 な民 主主義社会 を成 立 さ

せ てい く必要性 が うたわれ る昨今、主権者 の育成

が 日本 で課題 となってい る。この報告 では、23歳

の 日本 の若者の シチズ ンシップ に対す る認識 の概

要 を探 るこ とを課題 として、1つ 目は若者 の社会

参画 にたいす る意識 について、2つ 目は参画意識

を規定 す る ものについて分 析 を行 いたい。

キ ャロルeハ ー ン教授 の若者 の参画意識 を探 ろ

う とした先行研究 で は、参画意識 を以下 の6つ の

要素か ら分析 してい る。第 ユに社会 や政 治 に対す

る自己有効感(politicalefficiency>。 第2に 自分

が関わ りを もってい る身近 な世界 に対 す る肯定 的

な意識や 自信(politicalconfidence)。 第3に 社会

や政治へ の興 味 ・関心(politicalinterest>。 第4

に政治的信頼(politicaltrust)。 第5に 今後、社

会や政治 にかかわ ってい こうとす る姿 勢(future

politicalactivity)。 そ して第6は 政 治的 な経験 を

す る環境 の有 無(politicalexperience)で あ る。

本調査 で は以上の要素 を次 の ように質問項 目に

盛 り込 んだ。有効 感 については「日本 は若者 にチ ャ

ンスが 開かれて いる社会 だ」・「社会 の問題 は私 た

ちの力 で変 えて い くことがで きる」、自信 について

は 「身近 な場 で何か を決 め る時 にうま く関わ るこ

とがで きる」・「学校や地域 の 自主的 な活動 にうま

く関わ る こ とがで きる」、興味 ・関心で は 「政 治的

な話題 に関心が あ る」・「学校 や地域 の 自主 的な活

動 に興味 が ある」、信頼 について は「政府 に不満 を

感 じる」、将 来 の姿勢 で は「国や地方 の選挙 でで き

るだ け投票 した い と思 う」・「社 会運動 のグルー プ

や労働組合 な どに参加 したい と思 う」、そ して経験

について は 「政治や社会 運動 につ いて周 囲の人 と

よ く話 す」 の10項 目に焦 点 をあてて分析 す る。

2.若 者の参画意識の傾向

まず、若者の社会や政治への参画意識 を分析 し

たところ、以下の3つ の特徴が見えてきた。 まず、

男性の方が女性 よりも参画意識が高いこと、次に

働いている人や 「上記以外」の人に比べて学生の

参画意識が非常に高いこと、そして有効感 と自信

以外 については働いている人よりもr上 記以外」

に属する人の方が積極的な参画意識 を示 している

こと、である。

また、現在の暮 らし向 きも参画意識 に影響を与

えてお り、暮 らしに 「ゆとりがある」・「ややゆと

りがある」 と感 じている人たちのほうが、「苦 し

い」・「やや苦 しい」 と感 じている人たちより高い

参画意識 を有 している傾向が見 られた。 このほか、

親 と同居していない学生にっいては、働 いている

人やその他に属するグループに比べて突出した参

画意識がみられた。職業形態では、正社員 ・職員

の方が非正社員 ・職員よりも高い参画意識を示 し

ていた。また、転職経験のない者の方の方が転職

経験者 よりも高い参画意識を読み取 ることができ
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た。

また、若者 のうち75%が 政府 に不満 を感 じてお

り、 そ して68%が 国や地方 の選 挙 に参加 した い、

そ して50.9%が 政 治 的 な話 題 に 興 味 が あ り、

43.6%が 身近 な場 で何 か を決 める ときに うま く関

わ る ことがで き、42.7%が 社会 の問題 を私 た ちの

力で変 えてい くことがで き、38.1%の 若者 が政治

や社会問題 について周 囲の人 とよ く話 し、27.1%

は日本 は若者 にチ ャンスが開かれ ている社会 だ と

感 じていた。続 いて、学校 や地域 の自治 に うま く

関わ る ことがで きるとい う人 は26.1%、 学校 や地

域 の 自治 に関心 が あ る とい う人 は20。9%で あ り、

今後社会運動や労働組合 の活動 に参加 したい と考

えてい る人 は!5.4%と なって いた。

3.若 者の参画意識を規定するもの

次に、若者の参画意識の規定要因を探るため、

ここでは若者の自己 ・社会認識について、自尊感

情 との関係、コミュニケーションに対する自己認

識 との関係、職業意識、そして自己コン トロール

意識 に着 目した。 この うち自尊感情 について最 も

強い関係 を示していたのが自信の強さであり、同

様にコミュニケーションに対する自己認識につい

ても自信 と強い相関があった。参画意識全般につ

いては一貫 した傾向がみ られなかったが、政治的

な話題に興味をもっている者が多 く、選挙 に参加

したいという意向については職業意識 と相関が強

かった。 また、社会 は自分たちの力で変 えてい く

ことができるや、身近なことに自分はうまく関わ

ることができるといった項 目は自信や有効感 と比

較的高い相関がみられた。一方、職業意識 と負の

相関にあったのは、第1に 自信の要素、第2に 学

校や地域への興味、そして第3に 政治に投票 した

いと考えていることであった。自己コントロール

意識 と参画意識 との関係 については、「身近なこと

がらに積極的に関わ ることができる」こと、「政府

への不満を感 じている」 こと、そして 「将来への

参画意識」の点で、相関がみられた。

最後 に、考察の中でジェンダーギャップが見 ら

れた点を指摘 したい。男性の正規雇用 と非正規 と

の間には参画意識の差が見 られたが、女性間では

雇用形態 という環境的な影響 はほ とんど見 られな

かった。

W日 本 とイギ リス におけ るコーホー ト調査か ら

み る若者の現状:雇 用 ・学校経験 ・家庭背景 に

着 目 して ……西村 貴之

1.問 題意識

ここで は、 日本 と英 国の若 者 の移行状況 の デー

タ を比 較 し、主 に80年 代以 降 に英 国 をはじめ先進

諸 国で生 じている現 象 との共 通点 と日本 の固有 の

問題 ・特徴 を浮 かび上 が らせた い。 この報 告 は、

本調査 の海外 ア ドバ イザーで もあるグラス ゴー大

学 のア ンディ ・フ ァmン グ氏がか かわ る英国の

若者移行 調査youthCohortStudyofEng-

landandWales(以 下、「YCS」 とい う〉一 と本

調査 とを比 較分析 した成果 に基づ いてい る。

この共 同作業 の問題意識 は次の通 り。第1に 、

先進 諸国 にお いて90年 代 以降 に急速 な高等 教育

の拡張 が進む中、 その中で若者 の進路移行 が どの

よ うに変化 したのか。第2に 、非就 学層 において

NEETや フ リー ター な どの不安 定 状況 が どの よ

うな広 が りと形態 を もってい るのか。第3に 、上

記 の点 について、 とりわ け階級 や家庭階層 か らど

の程度影響 を受 けて いるのか。

以上 の点 を比較 す るた め、日本 の調査で20歳 も

し くは21歳 を対 象 にした ユ年 目の2007年 の調査

結果 と、英 国のYCSで19歳 と20歳 を対 象 と し

た コーホー ト11の 最 終年 度 との比 較検 討 を行 っ

た。 なお、両者 の調査 時期 と年齢 に若干 の差が あ

るが、 これ は コーホー ト調 査 のデータの利 用契約

の制 約上、今 回は コーホー ト!1の データ を用い る

必 要が あったためであ る。

2.全 体の傾向

20歳 時点で、日本は53.4%が 、英国は40.6%が

大学およびその他の教育機関に在籍 している。進

学にたいする親の学歴の影響 は両国 ともに大 きく、

学位を有する父親を持つ若者の多 くは高等教育 に

在籍 している一方で、学歴の低い父親を持つ若者

の多 くが20歳 時点で教育機関 を去っている。この

傾向は母親の学歴について も同様である。 また、

両親の職種や階層 と若者の主な活動状況について

も関連が うかがえ、両親がよ り高い職種 ・階層に

ある若者は20歳 時点で教育機関に在i籍する傾 向

が強いことが両国に共通 して見 られた。

3.不 安定な状態 にある若者たちの状況

次に、不安定グループー 特に進学 も就学 もし
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ていない層一 に焦点をあててみたい。 日本にか

んしては現在の状況について 「上記以外(進 学 ・

就労以外)」 を選択 した者 を対象 とし、…方 の

NEETが 不安定 グループ として公的 に同定 され

ている英国にかんしても同様に 「その他」に属 し

た者 を対象にして分析 を行った。また、先進諸国

で広がっている不安定就労層も分析するため、 日

本ではフリーターを、英国ではパー トタイマーを

対象 に加 えている。

不安定グループにかんしては、英国では両親の

学歴資格 と職種階層が若者の不安定就労に影響 し

ていたが、日本では両親の学歴 と職種 ・階層 と若

者の不安定就労 との間には統計的な関連 は見いだ

せなかった。一方で、不安定 グループの現在の主

な活動 についてみた場合、両国問に共通 してジェ

ンダーによる違い一 家事や家族の世話 をする男

性がほとんど見 られない 一 が明確にみられた。

また、「その他」の中で失業・求職活動中とする回

答率の割合が英国では高いが、対照的に日本では

低い傾向にあった。

次に不安定就労グループを見ていきたい。雇用

形態 をみると、英国では20歳 時点で働いている層

の8割 が無期雇用で就労 している。他方、日本の

場合 は、男女 ともフリーターなどの不安定雇用に

就いている割合が英国 と比べて顕著に高い。特に、

両国に共通 して女性の方が不安定な職 につ く傾向

にあった。

経験のない者 と比べると就学 ・在学の割合 は顕著

に低 く、加えて 「その他」の者の割合はおよそ2

倍 も高い。

学校への登校s出 席状況などの在学時の態度 と

20歳 時点の雇用形態 との関係 を見ると、日本の場

合欠席日数が9日 以下の場合は正規雇用の者が6

割を超えているが、欠席日数がIQ日 以上の場合は

フリーターが5割 近 くになっている。対照的に、

英国の場合は怠学経験 を持つ者 も持たない者 も、

有期雇用 ・無期雇用 ・パー トタイムの雇用形態の

割合はほぼ同じとなっていた。

次に、 日本の高校中退 と英国の停 ・退学経験を

比較 してみてみたい。 日本の場合、高卒者の半数

以上が20歳 時で在学 している一方で、高校中退経

験者の約6割 が就業してお り在学者の割合はごく

わずかである。英国においても、停 ・退学処分を

受けていない者 より処分を受 けた者の就業の割合

が高い。 日本では、「上記以外」の若者のうち、高

校中退経験者の割合は高校 を卒業 した者 と比べて

およそ5倍 となっている。また、20歳 時点の雇用

形態 と高校の中退や停 ・退学の経験 との関係を見

ると、 日本では高卒者のおよそ6割 が正規雇用で

働いてい る一方で、高校 中退経験者の6割 が プ

リーターで働いている。対照的に英国では、停0

退学の処分の経験の有無にかかわらず、雇用形態

は無期 ・有期 ・パー トタイム ともほぼ同 じ割合で

占められている。

4.不 安定グループと教育経験

次に、学校生活への適応 ・態度 とその後の移行

との関係について比較分析を行った。日英の教育

制度が違 うため単純に比較はで きないが、 日本で

は高校 中退や不登校が、英国で は怠学(truancy)

や停学 ・退学が学校不適応現象 としてみなされて

いる。そこで、中等教育の在学時の態度を出席状

況か ら見 ると、日本では10日 以上学校 を欠席 した

経験をもつ者の うち20歳 時点で仕事 に就いてい

る者が50.2%、 在学 している者が32.7%、 「上記

以外」の者が17.2%い た。逆に欠席 日数が0～9

日の場合 には57.9%が 大学 を含 む教育機関へ在

籍 しており、その割合が高 くなっていた。

他方の英国の場合、常時怠学の経験 を持つ者の

うち20歳 時点で就労 をしている者の割合 は6割

であった。 これに対 し、常時怠学経験者のうち就

学 している者の割合は15.1%と なっていて、怠学

5.家 庭環境 との関係 について

両国とも家族の暮 らし向きが雇用形態に明確な

影響 を与 えていることは確認できなかった。 しか

し、母子家庭 は二人親家庭 と比べ就学率が低 く、

「上記以外」になる割合が2倍 になっている。本人

学歴では、母子家庭出身者はより低い学歴にとど

まる傾向が強かった。雇用形態では、母子家庭出

身者のフリーターになる割含については差が見 ら

れなかったが、下位職種階層の仕事 につ く傾向は

強かった。

6.ま とめ と考察

両国 とも20歳 時点で就学 を継続 しているか ど

うかについては両親の学歴や家庭階層の影響が大

きく、高等教育の大衆化が階層間格差を縮小する

方向には動いていないように見える。他方、20歳

時点で就労 している若者の雇用形態や就業上の安
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定度にかかわっては、必ずしも家庭階層が影響 し

ていない。ただ し、現時点で出身階層の異なる若

者が混在 している可能性 もあるため、今後さらな

る検討が必要であろう。

両国において不安定層が全体的な広が りを見せ

るが、英国では失業が多 く、 日本ではフリーター

という形態の不安定就労が多い。 この差 は失業手

当等社会保障制度やフリーター需要の違いによる

ものだろう。英国 と比べて日本の不安定層の若者

は失業することさえできずに不安定就労を強いら

れている可能性 もある。

中等教育段階での学校不適応経験 と20歳 時点

の移行状況 との関連については、英国より日本の

方がその影響が強い傾向が見 られる。 これには、

調査実施時期の違いが回答傾向に影響 しているこ

とが考えられる。それに加 えて正規雇用への入職

経路の違いが、学校不適応経験の影響力の違 いと

してあらわれていると思われる。早期 に労働市場

に参入 し、経験 を積む ことで転職等 を経て高学歴

者 よりも安定した就労状態に達することが可能な

英国と比べて、未だ新規学卒採用が支配的な日本

では、学校不適応経験が労働市場において不利な

状況 をもたらしている可能性が高い。

V指 定討論者からの コメント①
……広田照幸会員か ら

日本で教育学的な関心からパネル調査 を行 って

い くことは重要で、脱落率 も低い点 も評価できる。

ただ惜 しまれることの1つ として、調査票のデザ

インで5択 を4択 にするなど比較ができない点が

ある。 もう1つ は全体 として探索的な分析 を行っ

ているものの、悪 く言えば分析モデルが甘い印象

がある。

最初の片山会員の報告について、結論 としては

脱落 に偏 りの傾向がないとのことだが、本当に傾

向はない といえるのだろうか。脱落の特定の傾 向

を明 らかにすることは非常に重要であ り、この点

について2つ 指摘 してお きたい。1っ 目は、不安

定就業や生活困難層に脱落が生 じているという一

貫 した傾向がある点。2つ 目は、2年 目に学生が

大量 に抜けているため、一見すると全体 として偏

りがないように見えている点。

次 に藤田会員の報告は先行研究 と矛盾 しない と

のことだが、先行研究のどこを超 えたのかを伺い

たい。 また、後述するように藤田会員と相良会員

の報告 とは一部対立する点があると思われるので、

この点 について見解をお聞かせいただきたい。

相良会員については、politicalattitudeの 問題

を探 るという点では興味深い。ただ、二重の意味

で国際比較はで きないデザインとなっている。そ

の1つ は質問事項を絞っているため、 もう1つ は

5件 法 を4件 法にしているために数字を比較でき

ない。 また、課題の設定 にっいてい くっか気にな

る点がある。報告では、何が参画意識を規定 して

いるのかを意識などのパーソナ リテ ィ変数を使い

分析 していたが、 これには逆の可能性 一 疑似相

関 一 がある。意識変数が参画意識を規定するモ

デルになると、意識が意識 を作 ることになってし

まう。意識変数は以前の状況の変数によって多分

に規定されてお り、実は状況変数が意識変数を媒

介 しているかもしれない。

そのうえで藤田会員 と次の点で議論 してほしい。

藤田会員 は正社員の方が虚偽意識の中にさらされ

ているというイメージなのに対 して、相良会員は

学生の方が参画意識が高いとしているが、 どちら

の主張が正 しいのだろうか。

また、参画意識 を示すカテゴ リーの中で 「政府

に不満を感 じない」ことが参画意識の高さにつな

がっているとしているが、逆 に満足 しているか ら

参画するというのであれば、それは政治ではなく

行政の下請け的な参画 といえる。ポ リティカルに

考えるのであれば、 もう少 し別の視点、すなわち

参画意識 とは何なのかを検討する必要があろう。

最後に西村会員の報告については、本人も認め

ているが、変数 を構成 しているものが異なると直

接の比較はできない。日本の年10日 以上の欠席 と

英国の常時怠学(truancy)と の違いや、日本の正

規雇用 と英国の無期雇用 との違いなどについて、

各国の文脈を見ないで数字を比較 してもあまり意

味がないのではないか。

ただ、それらの点を踏まえたとして も、日本の

特徴がいくつか明らかにされていた。労働市場に

おける卒業や中退の意味や、労働市場の制度化の

され方の違いがその後のキャリアに与 える意味に

ついては検討されなければならない。報告か らは、

学校 を休むとだめ、卒業しないとだめ、いったん

非正規雇用に入 ると厳 しくなった り、母子家庭に

非常 に冷たいなど、日本に固有の困難の形態が浮

き彫 りになっていた。 ダイレク トに両国間の比較

がで きないとはいえ、さらに検討 を深 めるのであ
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れば、3変 数以上の多変量解析 を精緻に行い特徴

的な構造 を掘 り下げていただきたい。パネル調査

は、同じ人の4年 間の変化 をた どれるところに特

徴があるので、マクロな官庁統計や大規模調査の

ような分析だけでなく、4時 点が持つ意味にも焦

点をあてて分析 を進めてい くと興味深い結果が得

られるのではないか。

最後になるが、労働市場の問題が多 く取 り上げ

られていたこともあり、 この研究の中で教育の問

題が どう位置つ くのかがよく理解で きなかった。

アメリカで も教育 と政治的な態度 との関係 につい

て、 ソーシャリゼーションなのかセレクションな

のかという議論がある。つまり在学中に何 らかの

社会化機能があって学校教育が結果的に政治的態

度を分化 させるということがありうる。 もう一方

で、学校 を経由して社会の別々の ところに配分 さ

れて、そ こで全 く違った状況 に置かれて人々の政

治認識が変わることも考 えられる。パネル調査に

よってこうした変化を辿 ることも可能であ り、今

後検討 してほしい。

VI指 定討論者からのコメン ト②
……児美川孝一郎会員から

はじめに今回の報告で関心を抱いた点 として、

脱落サンプルの分析の中で一人暮 らしの脱落が3

年 目以降増えてきた点が挙 げられる。学校 を卒業

した段階で急に一人暮 らしの調査票が取れなくな

ることは、おそらく調査の技術的な問題 一 回収

時に対象者 と接触できないこと一 もあろうが、

その人が生 きている生活空間や時間の変化 を表し

ていると理解で きる。 とりわけ、福祉や社会保障

の面で家族主義モデルが採用されている日本で、

若者が一入暮 らしをすることの意味についてはも

う少 し検討されても良い。単に経済的な面だけで

なく、心理的 ・存在論的な安心や人に支 えられて

いる感覚 などの関係性が持つ意味についても考え

てほしい。今回の報告では一 片山会員や相良会

員の報告の中で一部指摘 はあった ものの一一 あま

りそういう軸や視点が無かったので、今後 そうし

た視点 を盛 り込んでいただきたい。

次に、藤田会員の報告の中での、第3回 の調査

時点での 「内定あ り・無 し」と現時点での 「正規・

非正規」 との関係についての分析が興味 をひいた。

調査時点で内定あ りだった者のうち現時点で非正

規が11.7%い る点についてはあ る程度想像がっ

く。一方、調査時点で内定が無かったものの現在

は正規 に就業 している者が53.2%い る との こと

だが、この数字は大 きい と感 じる。就活のある時

点 までに内定を得た者 と得 られなかった者 とを比

較 した先行研究は多いが、 これからの若者の学校

から仕事への移行 を考 える時には、むしろ苦労 し

ながら卒業間際に内定を得 られた人や、卒業後に

正規雇用に転換できた人たちの実態 一 仕事に対

する意識や自己肯定感や転職意向などの違い一

や移行パターンを掴むことが非常に重要になるの

ではないか。

ただ し、報告全体 を聞いていて非常 に丹念 に

データを分析 していることは理解できるが、総 じ

て要素主義的な分析 に陥っている感がある。相良

会員の報告は要素主義的な分析をや りなが ら、あ

る種のス トーリー付 けをしようという視点があり、

その点は大事だと思っている。一方で、シチズン

シップ形成の問題 と、学校から仕事への移行など

のワーク ・キャリア形成の問題 とが、相互にどう

影響しているかを知 りたい。その点については、

2008年 時点で学生カテゴ リーに属 していた人 た

ちのその後の変化 を見た方が、 より関係が見えた

のではないか。学生時代 と実際に就業 した後の意

識 を比較 して、それが 一 正規 ・非正規あるいは

ジェンダーで違いがあるかもしれないが 一 どの

ように変わったのかを考察 していただきたい。

西村会員の報告についても貴重な点があること

は理解 しているが、従来からある乾会員 らの研究

と何が違 うのか。日本の場合、学校不適応や中退

などの影響がかな り大きいとのことだが、特に日

本の若者について高等教育を経て就業年齢に達す

る中での変化 を分析 して欲 しかった。zo代 後半 に

は高等教育への進学や非進学、中退 によって状態

に違いが現れるが、 もしかすると多 くの日本の若

者の場合には、いったんは大学で矛盾をプールし

てお り、大卒時あるいは大学中退時に矛盾が表出

している可能性 もある。そういう点 も含めて検討

すると日英の違いが明 らかになるのではないか。

W報 告者、指定 討論者、会場 との応 答

1.会 場 か らの意見 ・質問 ・コメ ン ト①

地域 変数 について は現在 の居住地 を示 してい る

のか、 あるいは!年 目の調査時 の どち らを示 す も

のなのか。 あ る地域 の人 が県外 に転居 した場合 な

どは、 どの ように カウン トされ るのか。 また 、高
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校非進学ダミーは単なる非進学者 なのか、あるい

は高校中退者 も含むのか。

2.木 戸 口会 員か らの回答

前半の質問 については、十全 に把握 してい るわ

けで はないが、 さ しあた り現在 の居住 地 を指標 に

してい る もの とご理解 いただ きたい。後半 につい

て は、含 まれて いる もの と理解 して いる。

3.藤 田会員か らの回答

先行研究のどこを超えたのかという指摘につい

ては、一般的には学歴が高いと政治意識 も高いと

言われているにもかかわらず、今回の調査の分析

を通 して労働 にかんしての 「とりあえず性」を確

認することができた。今回はそうした齪鯖 の一端

が確認できた と考えている。 また、広出会員か ら

の相良会員の報告 との整合性についての指摘にも

かかわるが、同じような学歴の者であっても政治

意識は置かれた状況に影響される一一 学歴が高い

大学生の社会意識 ・政治意識が一般的に高いわけ

ではない一 という点が明 らかになった。言い換

えるならば大卒者が社会に出た ときに政治意識や

連帯に向かわないことがかなり状況依存的なもの

であるという点が、今回新たに見えてきた。

また、正規の人たち と非正規の人たちとでは別

種の困難性があ り、今回はどちらかというと正規

の困難性の構造に焦点を当てて分析 を行 った。今

後は、正規 と非正規の困難性を比べ、その構造の

違いを検討する必要があると感 じている。それ と、

児美川会員から指摘があったように、今回の報告

では現在働いている若者の困難性に焦点 を当てた

ため、変化の視点については抜け落ちていた。今

後は、内定なしの学生の正規雇用への移行の分析

など、変化に焦点 をあてた分析 もしていきたい。

4.相 良会員からの回答

今回は、統計分析により全体の概要を探 り、そ

の傾向を読み取 りながら今後の課題を明 らかにし

ようとした。広田会員から指摘 のあった、参画意

識が若者の意識 と強い相関があるという前提を検

討する必要性 についてはその とお りと理解 してい

る。また、職業意識や 自尊感情がいかなるファク

ターから社会的に影響 を受けているのかについて

は今後検討していきたい。また、児美川会員から

指摘があったように、大学 を経由 して就職 した者

を対象 とした参画意識の変化にも焦点 をあてて検

討を行いたい。

社会参画 とは何かを考 える上で基本的なスケー

ルとしたのが、フォーマルな参画 とインフォーマ

ルな参画 という観点であった。た とえば経験の側

面で言 うと、選挙活動 と社会運動や労働運動、興

味関心であれば政治的な話題 に対する興味関心 と

自分が属する学校や地域に対する興味関心などで

ある。今後 はこれ らのスケールだけでなく、ボラ

ンティア活動意識の高 まりなども踏 まえ、フォー

マル ・インフォーマルの観点から課題を設定する

ことが必要であろう。

さらに、政治的信頼の観点からインフォーマル

な社会に対する信頼 を検討 してい く必要がある。

実際に3年 の調査 をとおして分析 した ものの、若

者たちが社会的な参画意識をもって参加 している

状況は見いだせなかった。今後 はプライベー トと

パブリックあるいは家族 と職業 との間にあるファ

クターを探ってみたい。

5.西 村会員からの回答

先ほど広田会員から指摘があったように、日本

固有の困難な状況 を浮かび上が らせることができ

た として、若者達がその後 どのような移行を遂げ

ているのかについては今後の研究課題 として意識

の変化を中心に捉 えてい くことが重要であろう。

加 えて、高等教育 に進学 しないと不利 になる状

況 を一 むしろ高等教育 に進学すること自身が労

働市場の中で安定 したポジションを得 る一つの条

件 になりつつある状況 を一 どう引き取らなけれ

ばならないのかも考 えていきたい。た とえば、ヨー

ロッパで はuppersecondaryschoolを 修了でき

ない若者の割合を減 らすことをEU全 体の目標 と

してお り、 日本でも高校申退率を減 らすことを目

指 した内閣府の全国調査が始 まっている。若者を

脱落 させない政策が これから大き く動いてい く状

況の中で、あわせて在学の長期化が もた らす リス

クも検討されなければならない。

現実 には、定時制を含め今 まで生徒 を就職 させ

てきた高校では、経済的な問題がクリアされれば

積極的に進学させ る方向に進路指導 をシフトさせ

ている。一方で、高校現場では大学に生徒 を送 る

ことに精一杯で、若者たちのその後については「困

難な状況 について漏れ聞 く」 にとどまり、高等教

育がその課題 を引 き取る一 社会 に出てい く際の
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課題が先送 りされている一 状況が広 まりつつあ

る。パネル調査の傾向を分析 しながら、彼 らを高

等教育機関に留まらせることの持つ意味を教育問

題 として引き取 って検討 していきたい。

6.会 場からの意見 ・質問 ・コメン ト②

教育学会でこのようなパネル調査 による実証的

な研究が継続 されてきた点を評価 したいが、今後

はパネル調査の強さをさらに活かしてほしい。先

ほどの議論 にもあったが、時間軸を設 けてパネル

調査のデータを分析することで、先行する意識 と

その後の態度 との関係性 を明 らかにできるのでは

ないか。

それか ら、単純 に比較 はできないが、西村会員

が取 り上 げた英国の常時怠学 と日本の10日 以上

の欠席 とでは、英国の常時怠学のほうが問題 とし

ては非常に困難で複雑 なものと考えられる。 しか

し、結果的には日本のzo日 以上の欠席が非常に大

きな社会的困難を抱 えることになっているので、

日本の中退問題はもっ とクローズアップされるべ

きではないか。その点で、今回の報告の中で非常

に貴重な結果が提示 された と思 う。

また、 この報告で取 り上げられた問題 に教育学

会 はどういう態度でかかわっていくべ きか。 これ

らの問題は労働問題 として議論されがちだが、労

働問題か らどう教育問題 に引き戻 してい くかが問

題である。中等教育の問題 を検討 してい くことを

含め、労働問題に回収 されない教育学 としての議

論 をしていくことが重要ではないか。

7.乾 会員からの補足

不在の片山会員への質問にかかわって何点か補

足 したい。まず、調査対象から多 くの一人暮 らし

の者が脱落 していった点についてだが、同居の家

族がいれば対象者本人が不在でも調査員が2～3

回訪問する中で本人に接触できることが多かった。

また、住民登録 を残したまま別の地域 に進学 して

いたケースもあったが、その多 くの場合 は親が対

象者に質問票 を転送して くれていた。 その結果、
一人暮 らしにっいては調査からの脱落傾向が強 く

なって しまったと考えられる。

それ と、就職 にともない住所が変わる四大生が

多 くなることから、2年 目か ら3年 目の調査時に

脱落数が多 くなることが当初 から予測 されていた。

そこで積極的に転居の連絡 をして もらうよう文書

等で求めてきたが、残念なが ら脱落率が高 くなっ

てしまった。その結果、英国の調査では学歴階層

の高い者ほど調査対象 として残る傾向にあったが、

日本の調査については学歴 と脱落の間にあまり差

が出なかった。それゆえ、脱落の差がないことに

意味があるのか無いのかについては、あらためて

検討が必要であろう。

8.広 田会員からのコメンh

乾会員が言われた最後の点については、大学生

とそうではない層 とのバ ランスは結果的にとれて

いると思われる。だが、卒業 と同時に地理的移動

をした人たちが丸 ごと抜 けていて、逆に親 と一緒

に住んでいて地元の大学に通 っている人の残留率

が高 くなっている点では、サンプルに偏 りが生 じ

ている可能性はある。

9.藤 田会員か らの 回答

パネル調 査 の強 みを活 か し切 れてい ない とい う

点 はその通 りで、変化 のダイナ ミズムや、 その中

か ら見 えて くる ものについての観 点が弱か った。

ただ、 この点 については、 あ る過去 の時点で の経

験 が現在 の意 識 に どう影響 してい るのか、 その因

果 関係 を考 えるの は非常 に難 しい。4年 間 のダイ

ナ ミズム を どう分析 してい くべ きか、難 しさ を感

じてい る。

10.相 良会員からの回答

パネル調査の中での教育経験 と社会参画意識の

関係について探 るために、それを問 う質問項目が

必要になる。今後、その質問項目をどういう観点

で作っていけば社会参画意識を育む教育経験 を学

校教育が実現できるのかを検討 したい。だが、 こ

の観点における日本の国際的な特異性 を明らかに

していくことは難 しい。先行研究か らは、欧米諸

国の若者の方が参画意識が高い ことが明 らかに

なっているが、 日本の教育の進むべき方向が欧米

型民主教育 と考えていいのかといえば、そう単純

ではない側面がある。

11.西 村 会員か らの回答

藤 田会員 が回答 した よ うに、自分 も16～18歳 時

の意 識が その後 の23～26歳 の若 者 を どう規 定 し

てい るのか を明 らか に してい く方法 が分 か らな い。

イ ンタ ビューの質 的調査 で も、学校 を卒業 した後
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の3～5年 後 に当時の教育経験を聞 きだす場合、

無理矢理引き出そうと思えば引 き出せるが、普通

に語る中ではなかなか引 き出せない面がある。

先ほど広田会員か らの現在 も大学にいる人たち

はどのような層なのか との疑問があったが、その
一部は大学院に進学s在 籍 していると思われるが

そうでない層も存在 しており、これらの層が どの

ようなプロセスを経て大学に在籍するに至 ってい

るのか、少ないケースの中から丁寧に追っていき

たい。

おすな ど、一度労働市場の中に身を置いた後で生

じて くるような教育の経験や学びの契機 について

も検討 してい く余地があるのではないか。

第3に 、藤 田会員 の取 り上 げた当初内定無 し

だった学生が正規雇用になっていった例 は興味深

い。この種の調査では興味深い例外的な事例 はサ

ンプル数が少な くな り、統計的な分析の限界 も生

じるであろう。そこで、興味深い事例 については

個別のインタビューを実施するなど質的な手法を

今後展開 してい く予定があるのかを伺いたい。

12。広田会員か らの 識メン ト

教育学会が こういう報告の場 を設 けることは重

要だ。特に教育は、ある時点で何かを経験 した者

が長期的にどう変化 してい くのかを考 えなければ

ならない学問であ り、そういう意味ではパネル調

査をはじめ経常的に教育の効果を測 る必要があ り、

非常に可能性のある調査だ と思っている。

あらためて2つ 要望 したい。1つ は児美川会員

が指摘 したように大学 を卒業して就業 した人たち

と大学を卒業 しないで就業 した人たちとを比較 し

ていくことである。もう1つ は、継続 したパネル

調査を行ったことによって、大学を卒業する前 と

卒業 した後の特に意識や生活などが比較できる類

例のないデータ となっているので、 さらに掘 り下

げた検討 をしてほしい。分析の手法 としては、藤

田会員が行ったようなロジスティック解析 を使 っ

て過去の変数を投入 して分析 してい く方法が有効

であろう。

i3.会 場からの意見 ・質問 ・コメン ト③

第1に 感想だが、藤田会員の報告の中で、参加

意識が高いと転職意向が高まっているとあったが、

参加意識 を熊沢氏の言 うところのその場で戦 う
一 辞めずにその場で組合 に加入 して戦 う一 と

い うことと理解するならば、 これは一見すると矛

盾 しているようにみえる。実際に参加意識の高 さ

は転職意向を高めてお り、むしろ辞めた方が 自分

の心身を守るために必要で転職が積極的な意味 を

持つ こともあるならば、熊沢氏の言 う 「とりあえ

ず性」の妥当性 も問われるのではないか。

第2に 、教育学的な観点を展開 してい く上では、

過去の教育経験がどう影響を与 えてきたのか、こ

れ までの学校教育の履歴が どう影響 してきたのか

も重要 となろう。他方、職場に入ってから学びな

14.藤 田会員からの回答

学校教育 とは別の教育の影響 については、職場

に入ってからの様々な学びの機会についての質問

も複数入っているので、その影響や関連性につい

ても今後分析 していきたい。また、就労後に学校

に戻ってきた事例については数が少ないので統計

的には限界 もあるが、追跡 して分析をしてい くこ

とは可能であろう。なお、インタビュー等の質的

な調査 については既に計画 をしてお り、今回の調

査後に対象者の中からインタビュー調査を受けて

いただける方を選定する予定である。

15。 会場か らの意 見 ・質問 ・コメン ト④

シチ ズ ン シ ップやpoliticalattitudeの 問題 を

考 えて い くときに、学校教 育 だけでな く地域 にお

けるユ ース活動 や コ ミュニ テ ィ活動 な ども大 きな

ポ イ ン トに なって くるの で はな いか。英 国 で も

activecitizenshiplearningが 学 校以外 の地域 で

組 織 された り、脱落 サ ンプル層 にたい してのア ウ

トリー チが積極 的 に行 わ れた りもしてい る。若者

の変容 の中で占め る政治的意識 や社会 的意識 につ

いては、過 去の教 育経験 だ けでな くむ しろ新 しく

参入 してい く場合 の、 ある種 の活動が重要 になる

ので はないか。 その点で 、社会 資本 や地域性 の差

一 大学進学率 や学校歴 の地域 差 一 な どを考慮

に入れ ない と、若者全体 の問題 として捉 え られ な

いので はないか。

16.平 塚会員からの補足

いま質問のあった地域での活動などについては

!年 目には意識的に設問に盛 り込んでいたが、な

かなか思うようにケースが拾えなかったこともあ

り2年 目以降設問の仕方を変えた経緯がある。量

的な調査の中で十分な分析がで きていない面 もあ
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るが 、指摘 いた だいた点 について は今後 も関心 を

もって検 討 を進 めた い。

tl.木 戸 口会員からの回答

地域差の問題 については、過去の報告の中でも

地理的な部分で、進学率や地域労働市場の特性に

応 じた違いも見 られた ところである。いわゆる国

際的な競争の中にある東京などの 「世界都市」や

その周辺部に大学進学者が集中していた り、比較

的製造業に一定程度のキャパシティがあるところ

とないところで進路構造が若干違 うな ど、居住す

る地域 ごとの特性が見えて きた。

18.会 場 か らの 意見 ・質問 ・コメ ン ト⑤

1点 目は、 この調査 によって得 られた デー タは

貴重 であ るので、調査 グルー プだ けがデー タの分

析 を請 け負 うので はな く、調査で得 られた デー タ

を共有 しては どうか。 デー タを共有 す るこ とで多

様 な視 点か ら分析 が行 われ、有益 な結果 が得 られ

るので はないか。2点 目は、 この5年 を通 した調

査 の結果 か ら、 キ ャリア政 策や子 ども若者 支援 政

策 な どの国の政策 の展 開に対 して何 らかの提 示が

欲 しい。今 後、 そ うした射程 を含 めてい くこ とで

インパ ク トの ある調査 にな るので はないか。

19.乾 会員から今後の調査の方向性 についての コ

メンh

要望のあったデータの取 り扱いについては、調

査開始の頃からパネル調査が終った時点で公開す

ることを前提 として議論をしてきたので、その方

向で進めていきたい。

また、 これ らの問題 を教育学 として引き取って

い くべきとの指摘 は重要な点 と考えている。自分

自身 としてはこの調査全体の20歳 か ら25歳 とい

うタイムスパンの中で、日本の若者たちがどう大

人になってい くのか、あるいはその中で学びや教

育 ・学校の経験が どのような意味を持っているの

かを見直すことが重要だと考えている。

最後 に、これ まで指摘のあったように日英で制

度が違 うのでイコールな比較 はで きないとはいえ、

国際比較の視点 については英国のYCSな どの先

行研究 を意識 しなが ら調査設計の段階で積極的に

盛 り込んできた。結果的に日英のデータ同士 を比

較する中で、共通点や違いについては、その傾向

を把握することがで きたと考 えている。

これで特別課題研究は終わるが、この結果を学

会への還元 ということも含めて今後何 らかの形で

あらためて報告の場を設けたい。みなさまの貴重

な意見 と指摘に感謝申し上げたい。

(文責:安 宅仁人)
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